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公 財 法人 会（ 会 ） 、 の生物及び

及 び 務 等の 量等

4 の公 、令和 年 （2019） 、 会

対 会の 、 機 び 会員の の 理

力 得 、 の 行 特 、東日本大

り 生 力 電所の 、 量 の健康

国民の り、 の ・ 、

科 的 国民の の の

役 立 動 り り  

研究 の 金 、本 務 、令和 年

（2019） 434 、 、 研究 の国 研究 会 加

費用等の 令和 年 （2019） 210 り、 会の

等の 、 の 、科 の  

調査 ンター 、国 の 、 力 電 設等

務 対 量 健康 的調査

令和 年 （2019） 、 27年 （2015） 定 調査計

、調査対 対 調査 の 力の 調査及び生 等 調

査 び 調査対 の生 調査 共 、 国 録データ ー

ス 基 の 得 行 、本 調査の 行 及び

的正当 の 、 の 加 、調査 の設定、 の

、国 的 等 更 、 量 の健康 及び

的調査 の り、本調査の 務

機 の  

調査研究 、国 員会（ICRP）の動

的 、日本の ICRP 員、 及び 等 及び の共

り、国 等の 動 行  

量 録管理 、 力 務 量 録管理

（ 力 録管理 ）、除染等 務 等 量 録管理

（ 除染 録管理 ）及び RI 務 量

録管理 （ RI 録管理 ）の 3 り、 録管理
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加 の 及びその 量 録 ンター

( 録 ンター ) 的 録管理 り  

量 録管理 録 合計 令和 年 （2019）

75 人 り 、厚生 大 、 産 大 及び 力

員会 の 定 、 引 務 の

量等の記録 、 334 り、 保管 、本

人 の記録の照会 り  

 

会の令和 年 （2019）  

 

会 、令和 2年 （2020） 立 60 年 り、 機 会 行の

の 本 の 等 定 位の の

共 、 会 の 、 の 、 の 支 、 力
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 の普及・ 及び 

研究 動 の ・  
 

１. の普及・  

(1) 会の 合 ース 年4 行  

(2) 会の 務の 及び の 、ホーム ー の

 

(3) の 本（ 8年3月 9年11月 、 12年 

11月 ） 令和2年10月 目 員会

 

(4) 国 行 加 、 び の普及

 

 

２. 研究 金の 付 

本 務 、 の生物及び の 、 の 用の基 び

の 科 研究の 調査研究 対

金 付 、 国の科 の 及び国民保健の

目的 、 和 36年 （1961） の  

、公 行 、 研究 等

り 研究 金 員会 正 ・ 行 、理

会 付 定  

令和 年 （2019） 3 の研究 付 、 和 36 年 （1961） の

計 434  

 

３. 研究 等の  

(1) 研究  

本 、 会の 理 長 の 付金等 基 12年 （2000）

設 の り、 の生物及び 及 、 の 用の

基 び の 科 研究の 、

対 、 国の科 の 及び国民保健の

目的  

、公 り の 、 等

本 員会 正 ・ 行 、理 会 定  
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令和 年 （2019） 、 （京 大 ）の1 、 12年

（2000） の 計 19  

 

 (2)  研究  

本 18年 （2006） 設 の り、 研究

科 研究の 研究 動 行 、 の

手研究 対 、 国の科 の 及び国民保健の

目的  

、公 り の 、 等

本 員会 正 ・ 行 、理 会 定  

令和 年 （2019） 、 （ 大 ）、 （

合 ・東 大 ）の計2 、 18年 （2006） の 計 27

 

 

４. 国 研究 会 加等の の  

本 務 、 国 研究 会等 研究 表等の

研究 、調査研究の 研究機 研究 、 国

国人研究 等 対 費用等 、 国の

科 の 及び国民保健の 目的 、 3 年

（1991） の  

、公 行 、 等 り

国 流 金 員会 正 ・ 行 、理 会

対 定  

令和 年 （2019） 、国 研究 会 加の 2 付 、 3年 （1991）

の 計 210  
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 調査研究 
 

令和 年 （2019） 量 人 の 的調査

及び東電 力 電所 対 務 の

健康 研究 量記録の 務の 務

基本 の  

 

量 人 の 的調査  

 （ 日 31年 4 月 1日） 

（ 費の額 152,250,728円） 

 

量 の健康 、国 の 、 力

電 設等 務 等 対 的調査  

令和 年 (2019) 、 27 年 (2015) 定 健康 価計 基 、

調査対 の生 等 の 、 対 の 調査（ ンフ ーム ・

ン ント）及び生 等調査 行 、令和 年 (2019) 用

の 用 行 、厚生 大 の許 得 、

用 30 年 (2018) 行 器 量 定 手

法等の システム 入 行 、 調査

の 等 行 、 的 本

の理 動 、 26年 (2014) 得 期 対 デ

ータ 会 表、 等 行 、ホーム

ー 等 り本 調査  

 

１ 本 の 力の 及び生 等 調査 務 

前年 引 、 調査の対 の

調査 調査 対 38,000 人 対 資 、令和 年

10 月 2 日 、2,754 人 調査対 の 得

本年 の調査 27年 (2015) 用のデータ ース

納  

 

２ 対 の更新等 務 

(1) 対 の 量 の更新 
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当 会 録 ンター 30年 (2018) の

量 等の 、データ ース  

 

(2) 対 の生 の更新 

30,500 人の調査対 生 調査 行 、1,361 対

住民 の 等の 付 、 の 1,359 計 30,496 人の調査

対 住民 の 等の 付 等 得、データ ース

 

 

(3) 対 の の 使用 手  

計法（ 19年法 53 ） 33 定 基 、調査 の 保

の 行 、  

 

３ の 用 の  

調査研究 価 員会 、 国 録データ ースの精 、 び

調査データ ース 国 録データ ースのリン ー の 計 法

等 行 、前年 の 器 量 会 基 、

期 対 の 器 量の 算 行  

 

４ 本 の理 動 

(1) ホーム ー 調査 の  

調査 等 、 対 の 力 得 ホーム ー

、 ース 等 行  

 

(2) 国 の ・ 会 表 

国 の機 積 的 引用 調査 目

的 、 会 表 15 、 5 （2 公表 み、2 理 、1

） 行  

 

５ 員会 動 

本 的 円 行 目的 、 人 の

及び 研究 理的 理 査・ 人 保 員会、 び

調査研究計 、調査の 、 の 用 調査研究 価 員
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会 設 、 28年 調査 り 会 定

、令和 2 年  (2020) の の 価 調

査 り 会フ ーア 員会 設 、 の

 

 

 

東電 力 電所 の健康 研究 の 力 

 

務 の健康 研究 量記録の

務 基本 の  

（基本 日 令和 年 月 日）

 

26 年 （2014） り、 東電 力 電所 対

的研究 、（公財） 研究所 研究機 、令和

年 （2019） 、 引 務 の健康

研究 （ 法） 健康 機 生 合研究所 り

 

当 研究 、 力 電所 の

健康 目的 の り、当 会 力

、 の 量記録 録 ンターのデータ ー

ス 行 令和 年 （2019） 、

り、 会 （ 法） 健康 機 生 合研究所 の

、 量記録の 務 基本 の （令和 年 10 月 30日）

行  
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 の 及び 用 調査研究 
 

ICRP（International Commission on Radiological Protection 国

員会） り 、 国の 法令の基本 の

の 、 会 、日本 公 及び 職 人

の 的 行 、ICRP 等の動 的 、日本

の ICRP 員、 及び 等 及び の共 り、国

等の 、 和 61年 ICRP調査・研究 会（

会 ） 設 ・運 、 動  

会 、 国ICRP 員及び 会会員 ICRP の ・

等 及び の共 り、 ICRP の の対

、 年 引 の ・ 行

、 的 の 目的 の 、 国のICRP

員等 の 会  

更 民 ICRP ICRP

の （ICRP ー）  

 

１ Ｉ Ｒ  

(1) ICRPの 員会  

国 員会 、 員会 5 の 員会 、

29年 （2017） 員会 4 の 員会 そ

の 員会の役 の り                    

 （ 29年 7月 ） 

員会  役  

員会(MC) 
員会 等の 、

の基本 の  

1 員会(Cl) の (Radiation Effects) 

2 員会(C2) 
量(Doses from Radiation 

Exposure) 

3 員会(C3) 
 

(Protection in Medicine) 
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(2) 国 のICRP 員 

国 員会 員会の 員 加 令和 年

（2019） 国のICRP 員 の り  

 

（ 期 29年7月～令和3年6月） 

員会   （所 ・ 職位 令和2年3月現在） 

員会 

(MC) 

  

（大 立 科 大  ） 

1 員会 

(C1) 

井  

（東京 保健大  ） 
 
 

     
（(公財) 研究所） 

 

  

（(公財) 研究所 長） 

2 員会 

(C2) 

  

((国研)日本 力研究 機  力科 研究
 力基 研究 ンター 研究 ) 

3 員会 

(C3) 

  

( 大  ) 

4 員会 
(C4) 

  

( 力 員) 

本   

( 力  力 ) 

（  ） 国の ICRP 員 の  
ICRP調査・研究 会 当 （ 和 61 年） 計 5  
ICRP 5 員会 設、1 加（ 17年） 計 6  
ICRP 2 員会 1 加 加（ 21年） 計 7  
ICRP 4 員会 1 加 加（ 23年） 計 8  
ICRP 2 員会 1 減員（ 25年）        計 7  
ICRP 5 員会 1 1 員会 入（ 29年） 
 計 7  

 

 

 

 

 

 

 

4 員会(C4) 
員会 の 管理 務 の 用 

(Application of the Commission’s  Recommendations) 
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２ Ｉ Ｒ 会合  

令和 年 （2019） ICRP会合 の 国 の 員 び

、 期 表の り  

( 31年 4月 1日～令和 2年 3月 ) 

員  会  期 

  

MC 会合 

ーストン（ 国） 令和 年 5月 3日～6日 

MC 会合 

アデ ー （ ） 令和 年 11月 15日～17日 

TG93  

東京（日本） 令和 年 10月 25日 

井  
C1 会合 

アデ ー （ ） 令和 年 11月 18日、22日～24日 

  

TG115 準備会合 

ルン（ 国） 令和 年 7 月 17 日～18 日（日本 り web

加） 

1会合・TG115会合・ICRP シン ウム 

アデ ー （ ） 令和 年 11月 18日～24日 

  
2会合・TG115会合・ICRP シン ウム 

アデ ー （ ） 令和 年 11月 18日～24日 

  
3会合 

アデ ー （ ） 令和 年 11月 18日～24日 

  

4会合 

アデ ー （ ） 令和 年 11月 23日～24日 

TG115 会合 

アデ ー （ ） 令和 年 11月 22日 

本   

TG93 ステー ホル ー会合 

（日本） 令和 年 8月 5日 

TG93 会合・ ー シ  

東京（日本） 令和 年 10 月 21日～25日 
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( 31年 4月 1日～令和 2年 3月 ) 

員  会  期 

本   

ICRP シン ウム・ 4会合 

アデ ー （ ） 令和 年 11月 18日～24日 

ICRP ア グ 

（日本） 令和 年 12 月 14日 

TG114 会合 

リス ン（ ルト ル） 令和 2年 1月 11日～12日 

TG93 会合 

東京（日本） 令和 2年 2月 24日～26日 

 

３ Ｉ Ｒ 調査・研究 会の 動  

令和 年 （2019） 、 の 動 行  

 

（１）調査・研究 員会の 動 

調査・研究 員会の  

員会 の通り 2  

a） 1 調査・研究 員会 

日  令和 2年 1月 21日（ ）13 00 ～16 30  

場 所  ホテル東京 ーデン ス 

テー 現 の 会 

 

( ) 

 ア）ICRP の  

) 、 期  ICRP 4 員会 員 本  

) ン、 Ｒ  ICRP 員会 員   

 

）  

   ) の ン 対  

日本 力研究 機  

・品 保証 長                   

     ) 行 の の  

大 科 研究所          保  

  ) NORMの 調査  



－ 12 －

- 12 - 

 

 

量 科 研究 機 研究員         和  

  ) の 期 住民の  

東 大 大 研究科             

 

ウ） 記ア）及び ）の 行  

 

）その 会場 加 の 行  

b） 2 調査・研究 員会 

日  令和 2年 1月 21日（ ）16 45 ～17 25  

場 所  ホテル東京 ーデン ス 

ICRP調査・研究 員 の  

 

 

2019 年 ICRP 員会及び 1～4 員会 （ リー）の和

 

 

（２） （ICRP ー）の      

日 令和 年（2019）12月 16日（月）14 00 ～16 10  

場 所  ホテル東京 ーデン ス 

テー 及び の 量 新の 行物の  

 

1 の 量 ICRP 行物の

（Dose Coefficients for External Exposures to Environmental    

    Sources）               ICRP 2 員会 員  

 

2 の職 の 量  

                          ICRP 員会 員  

 

記のそ の 、会場 加 行  

４ の  

ICRP調査・研究 員会の び 資 1年 の 動

り 、 動 会員  

 



－ 12 － － 13 －
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量 科 研究 機 研究員         和  

  ) の 期 住民の  

東 大 大 研究科             

 

ウ） 記ア）及び ）の 行  

 

）その 会場 加 の 行  

b） 2 調査・研究 員会 

日  令和 2年 1月 21日（ ）16 45 ～17 25  

場 所  ホテル東京 ーデン ス 

ICRP調査・研究 員 の  

 

 

2019 年 ICRP 員会及び 1～4 員会 （ リー）の和

 

 

（２） （ICRP ー）の      

日 令和 年（2019）12月 16日（月）14 00 ～16 10  

場 所  ホテル東京 ーデン ス 

テー 及び の 量 新の 行物の  

 

1 の 量 ICRP 行物の

（Dose Coefficients for External Exposures to Environmental    

    Sources）               ICRP 2 員会 員  

 

2 の職 の 量  

                          ICRP 員会 員  

 

記のそ の 、会場 加 行  

４ の  

ICRP調査・研究 員会の び 資 1年 の 動

り 、 動 会員  
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５ Ｉ Ｒ 調査・研究 会の運  

令和 年 （2019）の本 会 、 記18 の 力の 運  

 

       ( 財)電力 研究所 

       ( ) 力 会 

（ ）日本 システム 会 

      （ ）日本電機 会 

      （ ）アト ス 

（ ） 代 テ ル 

      （公財） 計 会 

（公 ）日本ア ソトー 会 

      （公 ）日本 会 

（国研）日本 力研究 機  

      （国研）量 科 研究 機  

       産 テ （ ） 

       電 合会 

       電 （ ） 

        長 ン ウア（ ） 

        日本 ・ ー・ ス（ ） 

        日本 （ ） 

        日本 品 会 

                               （50 ） 
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 務 等 の 量 等  
の 収 、 録 及 び 管 理  

 

令和 年 （2019） 、 力 録管理 、除染 録管理 及び RI 録

管理 管理 務  

 

１. 務 

(1) 力 録管理 務 

力 等 量 録管理 録 付 、

、 務 （ ）の 定 除 の

量 管理記録の引 、 理 、

量記録等の 録保管 の照会 対 務 行  

その 録等の 、 1表の り  

 

1表 録等の  

（単位 ） 

 目 
令和 年  

（2019） 

令和 年 （2019）

計 

（ 人 ）の 録   18,191    683,441 

管理手 行の 録   18,016 622,746 

定の 録  37,467   2,746,044 

定期 量（年 量）の 録 79,652   3,664,245 

定の 除及び 
管理記録の引  

36,498   2,700,431 

照会 対  142,505   1,782,639 

） （ 人 ）の 録及び 管理手 行の 録の 、

除染等 務 等の の 録  

 

 （ 人 ）の 録及び 管理手 行の 録 

（ 力及び除染 録 共通） 



－ 14 － － 1 －
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 務 等 の 量 等  
の 収 、 録 及 び 管 理  

 

令和 年 （2019） 、 力 録管理 、除染 録管理 及び RI 録

管理 管理 務  

 

１. 務 

(1) 力 録管理 務 

力 等 量 録管理 録 付 、

、 務 （ ）の 定 除 の

量 管理記録の引 、 理 、

量記録等の 録保管 の照会 対 務 行  

その 録等の 、 1表の り  

 

1 表 録等の  

（単位 ） 

 目 
令和 年  

（2019） 

令和 年 （2019）

計 

（ 人 ）の 録   18,191    683,441 

管理手 行の 録   18,016 622,746 

定の 録  37,467   2,746,044 

定期 量（年 量）の 録 79,652   3,664,245 

定の 除及び 
管理記録の引  

36,498   2,700,431 

照会 対  142,505   1,782,639 

） （ 人 ）の 録及び 管理手 行の 録の 、

除染等 務 等の の 録  

 

 （ 人 ）の 録及び 管理手 行の 録 

（ 力及び除染 録 共通） 

- 15 - 

 

 

力 所 除染等 場 の 、

本人 雇用 等 の 録 管理手 機

（ 手 機 ） 付 、 人 目（ 、生

年月日等）の 録 行 、 録 付 、 管

理手 （ 手 ） 行の 録 行 、手 手 機

行 録 手 、 力 録管理 及び除染 録管理

共通 使用  

令和 年 （2019）の新 （ 人 ）の 録 18,191 （前

年 18 ）、新 手 行 18,016 （前年 18 ）

その 、令和 2 年 3 月 （ 人 ）の 録 の 計

683,441 、手 行 の 計 622,746  

の 、東京電力ホールディングス（ ） 力 電所

の 、 除染 の 加 、

26 年 （2014） 21 年 （2009） 人 の 録

3.5 、新 手 行 3.8 加 その の

減 転 、令和 年 （2019） 21年 （2009） 、そ

の 46 、50  

 力 所 定の 録 

令和 年 （2019） 、 力 所 務 、

力 の 、37,467 （前年 8 減）の 定 録

行 、東京電力ホールディングス（ ） 力 電所

の 前（ 21 年 （2009）） 54 の減  

 定期 量（年 量）の 録 

定期 量 録 、 力 所 、前年 務 の

年 量 、データ ース 録 の 令和

年 （2019） 79,652 （前年 4.0 減） 録 、 前

（ 21年 （2009）） 26 の減  

 定の 除及び 等 法 管理記録の保  

(国の 定 管理記録保 務) 

力 、 務 所 、 定の

除 、法令 基 記録 管理記録の引 、保管

の 令和 年 （2019） 36,498 （前年 19 減）の引

、 前（ 21 年 （2009）） 54 の減



－ 1 －
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令和 2 年 3 月 保管 2,700,431 、 、

の 前（ 21 年 （2009）） 減 の 、

力 電所 減  

、 管理記録 、 フィルム 保管 、 本人及

び の照会 対  

 の 量記録 照会 対  

力 等 の、 等の基本 目（ 録 等）、 量記録、

定・ 定 除、手 行記録等 、令和 年 （2019） 142,505

（前年 13 ）の 照会

の 目 、 2表の り  

 

2表 照会  

 （単位 ） 

 目    目 の   

基 本 目  39,601 
録 、 、生年月日、手 行

の 、 の 定・ 定 除の記録等 

量 記 録  35,760 定期 量 録、 計 量の記録 

定・ 定 除 34,197 の 定・ 定 除の記録 

手 行記録  32,862 手 行・ 行等の記録 

管理記録 85 期 の 管理記録 

計 142,505  

 

(2) 除染 録管理 務 

除染 録管理 、当 会 運用 り、除染特 及び 染

調査 除染等 務、特定 量 務及び

物等 務 行 加  

令和 年 （2019） 、除染等 務 録 付 、

理 行 の 加及び 録等の 、 の通り

、 録 得の の ( 人 )の 録及び 管理
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令和 2 年 3 月 保管 2,700,431 、 、

の 前（ 21 年 （2009）） 減 の 、

力 電所 減  

、 管理記録 、 フィルム 保管 、 本人及

び の照会 対  

 の 量記録 照会 対  

力 等 の、 等の基本 目（ 録 等）、 量記録、

定・ 定 除、手 行記録等 、令和 年 （2019） 142,505

（前年 13 ）の 照会  

の 目 、 2表の り  

 

2表 照会  

 （単位 ） 

 目    目 の   

基 本 目  39,601 
録 、 、生年月日、手 行

の 、 の 定・ 定 除の記録等 

量 記 録  35,760 定期 量 録、 計 量の記録 

定・ 定 除 34,197 の 定・ 定 除の記録 

手 行記録  32,862 手 行・ 行等の記録 

管理記録 85 期 の 管理記録 

計 142,505  

 

(2) 除染 録管理 務 

除染 録管理 、当 会 運用 り、除染特 及び 染

調査 除染等 務、特定 量 務及び

物等 務 行 加  

令和 年 （2019） 、除染等 務 録 付 、

理 行 の 加及び 録等の 、 の通り

、 録 得の の ( 人 )の 録及び 管理
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手 行の 録 、 力 録管理 共通 り、 合計

1表  

除染 録管理 の の 加 3表 、 録等の 4

表  

  場 録及び 録 

除染 録管理 、令和 2 年 3 月 現在、定期 量 録 記録引

110 （前年 り 2 ）、記録引 のみの 374

の合計 484 （前年 り 29 ）の除染等 加

（ 3表）  

場 、令和 年 （2019） 114 場（前年 り 53 場減）の

新 録、165 場（前年 り 54 場減）の り令和 2 年 3 月

現在 597 場（前年 り 51 場減） 録 、除染

427 （前年 り 61 減）の新 録、425 （前年 り 118

減）の り令和 2 年 3 月 現在 508 （前年 り 2 ） 録

（ 4表）  

 

3表 除染 録管理 の の 加  

（単位 ） 

の  

30年

（2018）  

加  

令和 年

（2019） 

新 加  

令和 年

（2019） 

退  

令和 年

（2019）  

加  

定期 量 録及び記録

引 の  
108 7 5 110 

記録引 のみの 

 
347 28 1 374 

計 455 35 6 484 

 

4表 除染 録管理 の 場等の 録 

（単位 ） 

目 

30 年

（2018）  

録  

令和 年

（2019） 

新 録  

令和 年

（2019） 

録  

令和 年

（2019）  

録  

場 録  648  114 165 597 

録 506 427 425 508 
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手 行の 録 、 力 録管理 共通 り、 合計

1表  

除染 録管理 の の 加 3表 、 録等の 4

表  

  場 録及び 録 

除染 録管理 、令和 2 年 3 月 現在、定期 量 録 記録引

110 （前年 り 2 ）、記録引 のみの 374

の合計 484 （前年 り 29 ）の除染等 加

（ 3表）  

場 、令和 年 （2019） 114 場（前年 り 53 場減）の

新 録、165 場（前年 り 54 場減）の り令和 2 年 3 月

現在 597 場（前年 り 51 場減） 録 、除染

427 （前年 り 61 減）の新 録、425 （前年 り 118

減）の り令和 2 年 3 月 現在 508 （前年 り 2 ） 録

（ 4表）  

 

3表 除染 録管理 の の 加  

（単位 ） 

の  

30年

（2018）  

加  

令和 年

（2019） 

新 加  

令和 年

（2019） 

退  

令和 年

（2019）  

加  

定期 量 録及び記録

引 の  
108 7 5 110 

記録引 のみの 

 
347 28 1 374 

計 455 35 6 484 

 

4表 除染 録管理 の 場等の 録 

（単位 ） 

目 

30年

（2018）  

録  

令和 年

（2019） 

新 録  

令和 年

（2019） 

録  

令和 年

（2019）  

録  

場 録  648  114 165 597 

録 506 427 425 508 
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  定期 量（ 期 量）の 録 

除染 録管理 定期 量の 録 期単位 行 （ 力

年 単位）、令和 年 （2019） 93,316 （前年 41 ）の定期

量の 録 り令和 2年 3月 の 計 613,434 （ 5表） 、

定期 量 録 、 の 期 の 録 行  

、 録 定期 量 、除染 録管理システムのデータ ース

録 、定期 量 録 加 の 照会の 共

用  

  除染電 等 管理記録、健康 記録の保  

(国の 定 管理記録保 務) 

加 法令 基 記録 管理記録及び除染電

健康 記録 電 健康 記録 、電

り令和 年 （2019） 41,787 （前年 5.5 ）の引 り、令

和 2年 3月 の 計 324,121 （ 5表） 記録 、電

（ の の ス ー り電 ） フィル

ム 、 フィルム 本 保管  

 

5表 除染 録管理 の 録等の  

（単位 ） 

 目 

30年

（2018）  

計 

令和 年

（2019） 

 

令和 年

（2019）  

計 

定期 量（ 期 量）

の 録 
520,118 93,316 613,434 

記録引  282,334 41,787 324,121 

照会 対  101,029 47,970 148,999 

）定期 量 期 録 の合計  

 

  の 量記録 照会 対  

除染 録管理システム 、除染等 場の ンター ト

、除染等 務 の 録管理 の 録 等の 照会

令和 年 （2019） 47,970 （前年 71 ）の 照会

（ 5表）  
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  定期 量（ 期 量）の 録 

除染 録管理 定期 量の 録 期単位 行 （ 力

年 単位）、令和 年 （2019） 93,316 （前年 41 ）の定期

量の 録 り令和 2年 3月 の 計 613,434 （ 5表） 、

定期 量 録 、 の 期 の 録 行  

、 録 定期 量 、除染 録管理システムのデータ ース

録 、定期 量 録 加 の 照会の 共

用  

  除染電 等 管理記録、健康 記録の保  

(国の 定 管理記録保 務) 

加 法令 基 記録 管理記録及び除染電

健康 記録 電 健康 記録 、電

り令和 年 （2019） 41,787 （前年 5.5 ）の引 り、令

和 2年 3月 の 計 324,121 （ 5表） 記録 、電

（ の の ス ー り電 ） フィル

ム 、 フィルム 本 保管  

 

5表 除染 録管理 の 録等の  

（単位 ） 

 目 

30年

（2018）  

計 

令和 年

（2019） 

 

令和 年

（2019）  

計 

定期 量（ 期 量）

の 録 
520,118 93,316 613,434 

記録引  282,334 41,787 324,121 

照会 対  101,029 47,970 148,999 

）定期 量 期 録 の合計  

 

  の 量記録 照会 対  

除染 録管理システム 、除染等 場の ンター ト

、除染等 務 の 録管理 の 録 等の 照会

令和 年 （2019） 47,970 （前年 71 ）の 照会

（ 5表）  
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(3) RI 録管理 務 

 録及び 管理記録の保  

加 り、RI 量 録管理 録 及び

管理記録の引 その 録等の 、 6表の り  

、令和 2 年 3 月 RI 量 録管理 加

25 、 の 査 17  

 

6表 録等の  

 （単位 ） 

      目 

30年  

（2018）  

計 

令和 年  

（2019） 

令和 年  

（2019）  

計 

  （ 人 ）の 録 65,424 1,747 67,171 

  定期 量の 録（年 量） 270,838 7,289 278,127 

  管理記録の引  193,601 4,411 198,012 

 

(4) 国の 定 管理記録保 務 

 位 等 法 使用 等 所等 の 管理記録

及び健康 記録の保 （ 力 録管理 、除染 録管理 及び RI

録管理 国の 定 管理記録保 務 除 ） 

位 等の使用の 等の 及び記録 5 年 保

（ 等 ） 等の 量

及び健康 の記録の引 、 等 法 の 録管理 務

保管・管理 行 その 、 7 表の り 令和

年 （2019） 引 行 等 所 54 （前年 ）、

管理記録の引 7,555 （前年 り 3,107 ）  

令和 年 （2019） 引 記録の法令 の 8表  
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7表 RI 等使用 等 所 、記録の引 及び保管 

 （単位: ） 

      目 

30年  

（2018）  

計 

令和 年  

（2019） 

令和 年  

（2019）  

計 

RI等使用 等 所  1,980 54 2,034 

RI等使用 等  
管理記録の引  

108,173 7,555 115,728 

） 力、RI 録管理 の 、 力 録管理  

引 11,009 の記録 （ 1表 計 ）

 

 

8表 記録引 の  

 （単位: ） 

 RI 法 等 法 電  引 合計  

令和 年  

（2019） 
7,524 106 4,923 7,555 

） の法令 基 引 記録 、 の合計  

引 合計  

 

 本人等 の記録の 対 対  

力 、除染等 務 及び RI 会 引 、

保管 の 管理記録 、本人 本人

場合 、 記録の 行 令和

年 （2019） 、17 （前年 り 10 ）の 行  

 

(5) 国 国 調査 対 録 の  

令和 年 （2019） 、国 国 調査 、

年 引 、 録データの 行  

・ 量 人 の 的調査  

 (公財) 会 国 の  

、 30年 （2018） (公財) 研究所 厚生

研究 費 金 得 東電 力 電所

対 的研究 、令和 年 （2019） 務 ( 法)

健康 機 生 合研究所 管 、当 年 データの
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7表 RI 等使用 等 所 、記録の引 及び保管 

 （単位: ） 

      目 

30年  

（2018）  

計 

令和 年  

（2019） 

令和 年  

（2019）  

計 

RI等使用 等 所  1,980 54 2,034 

RI等使用 等  
管理記録の引  

108,173 7,555 115,728 

） 力、RI 録管理 の 、 力 録管理  

引 11,009 の記録 （ 1表 計 ） 

 

 

8表 記録引 の  

 （単位: ） 

 RI 法 等 法 電  引 合計  

令和 年  

（2019） 
7,524 106 4,923 7,555 

） の法令 基 引 記録 、 の合計  

引 合計  

 

 本人等 の記録の 対 対  

力 、除染等 務 及び RI 会 引 、

保管 の 管理記録 、本人 本人

場合 、 記録の 行 令和

年 （2019） 、17 （前年 り 10 ）の 行  

 

(5) 国 国 調査 対 録 の  

令和 年 （2019） 、国 国 調査 、

年 引 、 録データの 行  

・ 量 人 の 的調査  

 (公財) 会 国 の  

、 30年 （2018） (公財) 研究所 厚生

研究 費 金 得 東電 力 電所

対 的研究 、令和 年 （2019） 務 ( 法)

健康 機 生 合研究所 管 、当 年 データの
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２. 量 録管理 務 ・ の 務 

務 、令和 年 （2019） の 務

 

(1) の等価 量 法令 正 の対  

国 法令の の の等価 量 更 、令

和 3 年 4 月 1 日 正法令 行 定 、

量 録管理 会（ 会 ） 、

員会 等価 量 の 対 ー ンググルー （

ー ンググルー ） 設 行 、 録シス

テム及び 管理手 の の 等 、

管理手 の 、システム 等の準備 行  

 

(2) 管理手 の の対  

令和 年 5 月 1 日 、 ー ンググルー

管理手 の年の記 法 前 、 31年 4

月 1 日 の手 の年の記 用 、

加 通  

 

(3) 管理手  

会の 員会 管理手 ー ンググル

ー 、 管理手 IT 等の 用 り 、合理

等 30 年 (2018) 的 行 、令和 年 11

月 26日 り 的 、 の

、 期 計 、 IT の 等

 

 

(4) 除染 録管理システムのリ ースの  

除染 録管理システム 、令和 年 （2019） 運用 5 年

システムリ ース 行 、令和 年 12月 新システムの運

用  

 

(5) 力 務 量 録管理 会の  

123  令和 年 8月 1日  
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  30年 （2018） 及び 算  

  30年 （2018） 量 計資  

  その他 

124  令和 年 11月 26日  

  令和2年 （2020） 計 ( )及び収支 算( )  

  管理手  

  の の等価 量 の の対  

  その他 

 

(6) 除染等 務 等 量 録管理 加 会の  

11  令和 年 8 月 20日（ 表 の返 期 定 日） 

  30年 （2018） 及び 算  

  30年 計資  

  その他 

12  令和 2年 2 月 20日  

  令和 年 （2019） 及び 算 （ み）  

  令和2年 （2020） 計 及び収支 算  

  令和2年 （2020）の負 金  

  その他 

 

(7) 力 及び除染 の 運 等  

力 録管理 、除染 録管理 及び手 の 運用 人

の 等 、 力 所及び除染 場 当 ンター 当

行 令和 年 （2019） 、 9表の り4 所の

力 所及び4 所の除染 場 、  

 

(8) 手 機 対 手 の運用等 、  

手 所 対 、手 の円 運用 資 、 管理手

運用 ・記入 （手 機 用）等 手 運用

、 、 人 の り 等 基 運用、管理

等 、当 ンター 当 、 行

令和 年 （2019） 9表の り16 所の手 所 対
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  30年 （2018） 及び 算  

  30年 （2018） 量 計資  

  その他 

124  令和 年 11月 26日  

  令和2年 （2020） 計 ( )及び収支 算( )  

  管理手  

  の の等価 量 の の対  

  その他 

 

(6) 除染等 務 等 量 録管理 加 会の  

11  令和 年 8 月 20日（ 表 の返 期 定 日） 

  30年 （2018） 及び 算  

  30年 計資  

  その他 

12  令和 2年 2 月 20日  

  令和 年 （2019） 及び 算 （ み）  

  令和2年 （2020） 計 及び収支 算  

  令和2年 （2020）の負 金  

  その他 

 

(7) 力 及び除染 の 運 等  

力 録管理 、除染 録管理 及び手 の 運用 人

の 等 、 力 所及び除染 場 当 ンター 当

行 令和 年 （2019） 、 9表の り4 所の

力 所及び4 所の除染 場 、  

 

(8) 手 機 対 手 の運用等 、  

手 所 対 、手 の円 運用 資 、 管理手

運用 ・記入 （手 機 用）等 手 運用

、 、 人 の り 等 基 運用、管理

等 、当 ンター 当 、 行

令和 年 （2019） 9表の り16 所の手 所 対
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9表 力 所 除染 場及び手 所 対 の  

期   力 所 除染 場 手 所 

令和 年5月 東京 0 0 2 

令和 年6月  0 2 2 

令和 年8月  1 0 1 

令和 年9月  1 0 2 

令和 年10月  1 0 3 

令和 年11月  1 0 4 

令和2年2月 東京 0 2 2 

 合計 4 4 16 

 

(9) 計資 の 及び公表  

力 録管理 及び除染 録管理 、 録

量データ 基 、 力及び除染の

計 、公表  

令和 年 （2019） 、 力 録管理 30年 （2018） 計、及

び除染 録管理 30年の 年 計及び 期 計 計

資 、 会のホーム ー 及び ース 公表  



－ 24 －
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務の 正 保 の の 備  

 

 

会 、 システムの基本 （ 24 年 6 月 11 日 定

基本 ）の 及び 務 等 定 、基

本 の運用 の通り  

ン アンス 、 ン アンス 定 、 務理

、 務 、 ・照会等の 当 務 等の

、 ン アンス 研 及び 査  

職務執行 の保 及び管理 、 等 定 、

の保 法、保 年 等 定 、

特 人 資 の 保管 、 務

等 定 対 令和 年 （2019） 、前年

引 人 及び特定 人 （ ン ー）の り

等 基 ン ー の 等 の保 等 管理 行

 

、リス 管理 、リス 管理 等 定 、 対 本

の設 通 の 立 の 備 、 の 行  

人 及び ン アンス 査 定期的 、

当  

更 、役員・ 長・ ンター長等 員 定 会 共

行 、 会 務の 的 執行 、基本 基 務

正 運用  
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